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令和２年３月改訂

１.策定の背景

２.人口減少の主な要因

子育て世代の転出
を防ぐ(定住促進)

少子化を止める
(出生率の改善)

②出生数に影響する20歳代後半から40歳代前半の転出超過が他の
年代に比べ多い。
純移動数(H17→H22)：20代後半の女性▲75人、30代前半女性▲62人、40代前半の男性▲47人

①合計特殊出生率（一人の女性が一生の間に産む子どもの数の平均
値）が低い。 ※

合計特殊出生率(H25) ： 全国1.43、埼玉県1.33、上尾市1.27
※ 人口が増加も減少もしない均衡した状態となる合計特殊出生率2.07より低い

【合計特殊出生率】

５.スケジュールと進捗管理

☞ 第５次上尾市総合計画との整合を踏まえ、長期ビジョンは令和22(2040)年までの25年間、総合
戦略は令和2(2020)年までの6年間を対象期間とします。

☞ 総合戦略の推進・目標の達成に向け、数値目標や重要業績評価指標(KPI)を用いて進捗を測り、
その評価を踏まえ、必要に応じ戦略の改善や見直しを行います（PDCAサイクルの運用）。

☞ 総合戦略の進捗管理は、全庁体制で施策を総合的かつ計画的に推進するとともに、効果の検
証においては、外部委員で構成する「上尾市地域創生総合戦略審議会」の意見を聴取すること
により、客観性、透明性を確保します。

【PDCAサイクル】

６.参考（総合計画との関係）

☞ 長期ビジョンや総合戦略は、中長期的な視点
で目指すまちづくりを示す、市政運営の最上位
計画である上尾市総合計画との整合性を確保
します。

☞ 総合戦略では、総合計画の中で中長期的に目
指す各般の取組みのうち、特に人口減少の緩
和に貢献しうるものや、計画期間中に特に短期
集中的に取り組むことが有効と考えられるもの
に絞ってとりまとめています。
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第５次上尾市総合計画

（前期基本計画） （後期基本計画）

上尾市地域創生総合戦略

上尾市地域創生長期ビジョン

人口減少の緩和には、市民・事業者・団体等の皆さんが、上尾

市に愛着をもち 、さまざまな取組に積極的に参加・協力いただ

くことが不可欠です。どうぞ宜しくお願いします。

３.将来目指すべき人口

【年齢階層別純移動数(女性)】

総合戦略では

(人)

228,040

（24.3%）

（62.6%）

（13.1%）

195,600

（55.6%）

（10.1%）

（34.3%）

207,800

（32.4%）

（54.7%）

（12.9%）

＋11,980

▲29,166

▲3,054

＋11,880

▲34,166

▲10,154

▲約3.2万人減少 ▲約2.0万人減少へ緩和

総合戦略を
実施し、
人口を

約１．２万人
引き上げ

人

総合計画

☞ 少子化に伴う人口減少は全国的な課題となっており、これに対応するため、国は平成26年12月
に「まち・ひと・しごと創生長期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を策定しました。

☞ 本市においてもこれまで増加してきた人口は、令和22(2040)年には、約19.6万人(平成26年に
比べ3.2万人減少)になると見込まれています。少子高齢化も急速に進んでおり、平成2(1990)年
には1人の高齢世代を11人の現役世代で支えていましたが、令和22(2040)年にはわずか1.6人
で支えることになり、高齢化率も34.3％に上昇することが予測されています。

☞ これを受け本市では、人口の現状と将来の展望を示す「上尾市地域創生長期ビジョン」及びこれ
を踏まえた人口減少対策として今後特に注力していくべき施策等を示す「上尾市地域創生総合
戦略」を策定しました。

H26年
(2014年）
《実績値》

令和22年
(2040年）
《予測値》

令和22年
(2040年）

《将来目指すべき人口》



長期
ビジョン

【対象期間】
H27年～R22年

基本目標

安定した雇用を創出する

出産・子育ての希望をかなえる

健やかなくらしを守り、魅力あ
るまちを創る

総合戦略

【対象期間】
H27年～R2年

４.上尾市地域創生長期ビジョン・上尾市地域創生総合戦略の全体像
☞ 少子化に伴う人口減少を緩和し、令和22(2040)年の予測する人口を約19.6万人から約20.8万人に引き上げるため、3つの基本目標に沿って様々な取組を進めます。
☞ 客観的に検証できる数値目標及び重要業績評価指標（KPI＝Key Performance Indicators）を設定し、進捗状況を可視化します。

基本目標

1 安定した雇
用を創出する

2 出産・子
育ての希望
をかなえる

3 健やかな
くらしを守
り、魅力あ
るまちを創
る

基本的方向

(1)雇用を創
出するまち
づくり

(1)子育てし
やすいまち
づくり

(1)安心で良
好な住環境
のまちづくり

①産業の活性化

①“妊活から出産”までの継続
的な応援

②民間事業者等の積極的な活
用

重点施策

②子育て施設・環境の整備

③地域全体での子育て世代の
支援

(2)子どもが
健やかに育
つことができ
るまちづくり

①子どもの可能性を広げる

②地域と一体で学校を応援

①安心でのびのびと子どもが
育つ環境の整備

①健康づくりの推進

②生涯学習やスポーツ・レクリ
エーション活動の推進

(2)第二の人
生を謳歌で
きるまちづく
り

法人市民税額：13.7億円
農商工観ポータルサイトアクセス数：4万件/月

出生者数：1,591人

新たに民間企業等に委託した事務事業数：6件

重要業績評価指標（KPI） [R2]

保育施設定員数(保育所・認定こども園・地域型保育事業)：
3,751人

地域子育て支援拠点利用者の延べ人数：95,640人

児童・生徒・保護者の学校満足度：100％

学校応援団の延べ活動日数：15,000日

土地区画整理事業により形成した住宅地へ定住した子育て世
帯数：443世帯
住環境に対する子育て世帯の満足度：90％

鉄道事業者への要望に対し改善が図られた数：5件
自転車レーンの整備延長：6.6㎞

検診受診者数：胃がん4,500人、肺がん・結核7,840人
後期高齢者健康診査受診率：44％
アッピー元気体操参加者数：2,510人

60歳以上の図書館における図書貸出利用者数：15.2万人
公民館における健康・スポーツ関連講座の参加者数：1,350人

②快適に通勤通学ができる環
境の整備

数値目標 [R2]

市内法人の従業者
数：

57,657人

年少人口：

27,837人

子育て支援の満
足度（子育てしや
すいか）：

70％

転入超過の数：
2,482人

定住意向の割合
（住み続けたい
か）：

70％

現状での将来予測
H26年(約22.8万人)をピークに人
口減少時代へ突入

R22年には約19.6万人まで減少。
老年人口が34.3％を占め、年少
人口は10.1％となり、少子高齢
化が進行

目指す将来の姿
子ども（年少人口）の増加「子どもたちが生き活
き」

子育て世代（生産年齢人口）の流入、定住の
促進「パパ・ママが生き活き」

高齢世代（老年人口）の健康寿命の延伸「グラ
ンパ・グランマが生き活き」

人口減少を
緩和し、R22
年に約20.8
万人に引き
上げ


